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金融取引に対する移転価格調査の本格化 
～移転価格事務運営要領改訂後の税務調査動向～ 

 
1. はじめに 

国税庁の移転価格事務運営要領（以下「事務運営指針」）の改訂1により、2022(R4)年 7 月以後に開始した事業年度
については、新たな指針に基づく税務調査が実施されている。 

中でも、グループ内金融取引に係る移転価格は、重点的な確認事項として取り上げられる事例が増加している。 

2. 金融取引の移転価格調査の動向と特徴 

2024(R6)年秋以降、グループ内貸付、保証及びキャッシュ・プーリングに係る調査対応に関するご相談が増加している。これら
の調査には、以下の特徴が認められる。 

(1) 専門チームの活用及び一般法人税調査における対象化 

主要な国税局では、独立企業間利率や保証料率を分析する専門チームが整備されていると考えられる。この結果、従来は

基本的に移転価格の専門調査にて扱われていた金融取引についても、通常の法人税調査において対象とされるケースが増

加している。 

(2) ローカルファイル等の提出要請の強化 

調査班が法人税申告書別表及び財務情報等によりグループ内金融取引の存在を把握した場合、期限を付してローカルファ

 

1 金融取引に係る新指針は、我が国固有の規定をグローバルスタンダード（OECD 移転価格ガイドラインに基づく考え方）に置き換えるもの。

概要については、「グループ内金融取引に係る移転価格の新指針の適用開始について～2024 年 7 月より開始する法人税調査から本格化

～」（Japan Tax Newsletter 2024 年 5 月 1 日号 デロイト トーマツ税理士法人 ウェブサイト)を参照されたい。 

Executive Summary 

◼ 事務運営指針の改訂により、近年、グループ内金融取引（貸付・保証等）に係る移転価格調査が強化されてい

る。金額的な重要性等も踏まえ、通常の法人税調査においても取り上げられる傾向にある。 

◼ 税務当局は、ローカルファイルや取引資料等の提出を従来より求める傾向がみられる。 

◼ 納税者が金利・保証料率の妥当性を十分に説明できない場合には、税務当局が格付機関の定量モデル等に基づ

いて料率を算定するリスクが高まっている。特に業績が低調な債務者との取引は着目されるケースが多い。 

◼ 税務当局は個社の財務データを重視した分析を行うため、多くの納税者が前提とするグループ信用力に基づく評価

との乖離が、主な争点となる可能性がある。 

◼ 信用力評価、ベンチマーキング手法、その他解釈に幅のある論点（保証元本の捉え方等）については、あらかじめ

十分に検討した上で文書化しておくことが重要である。また、事務運営指針の改訂から時間が経過するにつれて、新

指針に基づく調査対象期間が拡大するため、より早期の対応が重要となる。 

https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/tax/2024/jp-tax-finance-japan-tax-newsletter-20240501.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/tax/2024/jp-tax-finance-japan-tax-newsletter-20240501.pdf
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イル等の資料提出を求める傾向にある。近時では、調査着手時の資料依頼リストにローカルファイルが含まれるケースも増加し

ている。 

その後、提出資料に基づき金利及び保証料率の妥当性についての説明が求められることとなるが、十分な説明が行われない

場合には、税務当局により料率が算定される可能性が高まる。 

(3) 税務当局による料率の算定 

納税者が料率の妥当性について十分な説明を行うことができない場合、税務当局は格付機関の定量モデル等を活用し、各

社の財務データに基づき信用力の評価を行った上で、独立企業間金利及び保証料率の算定を行っている。 

当該算定の主な特徴は、以下のとおりである。 

◼ 業績が低調な債務者に焦点を当てた調査 

格付機関の定量モデルは、通常、債務者ごとに個別分析を行う必要がある。そのため、赤字会社や債務超過会社など、増

差所得（調査による所得の増加額）がより大きい可能性がある債務者に焦点を当てた調査事例が増えている。業績が低

調な債務者との取引においては低い格付が付与され、その結果として税務当局からは高い金利及び保証料率が提示される

傾向がある。この点について、グループの信用力を重視する納税者の評価との間に差異が生じるケースが増えている。 

◼ 格付機関の定量モデル等を利用した料率算定 

税務当局は、公開入札情報や税務調査時の提供資料から、大手海外格付機関の定量モデル等を導入して料率を算定し

ていると考えられる。ただし、納税者がその他のモデルやデータを用いて分析を行ったとしても、合理的である限りは認められると

考えられる。 

◼ 保証料率の算定方法 
保証料率については、基本的に「移転価格税制の適用に当たっての参考事例集」における前提条件 3 と同様に、スプレッド
差及び期待損失率の平均値により算定される。この点は、最適な単一手法を選定する海外実務とは異なる取扱いとなって

いる。 

(4) 税務調査の観点からリスクが高い取引 

納税者が料率の妥当性について十分な説明を行うことができない場合、税務当局は独立企業間金利及び保証料率の算

定を行っている。調査の対象となりやすい取引の特徴は、以下のとおりである。 

◼ 債務者の業績が著しく低調な取引（例えば、債務超過会社や連続赤字会社への貸付や保証） 
◼ 元本金額が大きい取引 
◼ 金利及び保証料率が長期間固定されている、又は一律に設定されている取引 
◼ 貸付金利と調達金利との整合性が確保されていない取引、又は料率の算定根拠を十分に説明できない取引 

(5) 調査対応における留意点 

金融取引に係る移転価格については、OECD 移転価格ガイドライン及び事務運営指針において一定の枠組みが示されてい
る。もっとも、その解釈及び具体的な適用方法には幅があるため、実務上の判断が分かれる場面も存在する。例えば、信用

力の評価方法やベンチマーキング手法のほか、保証料算定における元本の範囲（契約上の保証額か実際の借入残高か）

についても、見解の相違が生じ得る。 

このような点を踏まえ、自社としての考え方を整理し、その根拠を文書として事前に整備しておくことが重要である。 

(6) 価格是正の困難性 

金融取引は長期契約となる場合も多く、仮に問題が認識されたとしても、残存期間に係る価格調整が他国において認めら

れないケースがある。このため、事後的な対応には限界があり、事前の検討が極めて重要となる。 

3. おわりに 

旧事務運営指針の下では、金融取引に対する移転価格調査は比較的限定的であったことから、ローカルファイルに金融取引

を記載していない、又は分析対象としていない企業も一定程度存在すると考えられる。 

しかしながら、事務運営指針の改訂後は、金融取引に対しても調査が行われ、さらに時間の経過とともに是正対象期間が

長期化する可能性があるため、グループ内ファイナンスの取引金額が大きい企業においては速やかに移転価格の検討を行うこ

とが望まれる。 

デロイト トーマツ税理士法人では、金融取引に係る移転価格対応について、現状分析、プライシングポリシーの検討、分析の
実施、文書化及び調査対応に至るまで、一連のプロセスを包括的に支援している。 

（東京事務所 尾林 孝幸、田中 陽一郎） 
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 
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